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【主な収録内容】

2024年

◆  同性間のパートナー関係をめぐる日本法の現在地
―比較法・国際法の視点から―
谷口洋幸 青山学院大学法学部教授

◆  同性パートナーにおける親子関係の形成と支援のあり方
二宮周平 立命館大学名誉教授

◆  「結婚の自由をすべての人に」訴訟の現状と今後
寺原真希子 弁護士

◆  自治体におけるパートナーシップ制度・ファミリーシップ制度
増原裕子 明石市政策局インクルーシブ推進室 LGBTQ+／ SOGIE 施策担当

◆ 生物学的な性別が男性であり性同一性障害である旨の医師の診断を受けている一般職の国家公
務員がした職場の女性トイレの使用に係る国家公務員法86条の規定による行政措置の要求は認
められない旨の人事院の判定が，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となる
とされた事例（いわゆる「経産省トイレ訴訟」）

最高裁判例

（最三小判令和5年7月11日　行政措置要求判定取消，国家賠償請求事件）
（参考）原　審　東京高等裁判所令和3年5月27日判決
　　　　原々審　東京地方裁判所令和元年12月12日判決
 


